
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 
平成 25 年 5 月 21 日現在 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：経済成長のエンジン及びその成果である所得の分配において、人的資
本の蓄積が果たす役割はますます重要になっている。そこで、物的資本とともに人的資本も蓄
積する経済成長モデルを構築して分析を行い、人的資本と物的資本との間の最適な資源配分を
実現するための政策ルールを提示した。また、人的資本投資（技術獲得）の費用が技術進歩と
ともに変化する場合、熟練労働者数の増加とともに所得格差も拡大するという「スキルプレミ
アム・パズル」が発生することを示した。さらには、人的投資費用の不確実性の増大によって、
世代間の格差が固定化されることも分かった。 
研究成果の概要（英文）：As an engine of economic growth as well as in the distribution 
of income that is the fruits of economic growth, the role of human capital accumulation 
has been increasing. Hence, constructing a growth model with human and physical capital 
accumulation, we have provided a policy rule that ensures the optimal resource allocation 
between human and physical capital. Also, we have pointed out that a skill-premium puzzle, 
which is characterized by an increase in income inequality with increased skill-labor 
supply, takes place when the cost of human capital investment (or skill-acquisition cost) 
changes with technical progress. In addition, it is shown that an increase in uncertainty 
on human capital investment costs tends to fix inequality over generations. 
 

交付決定額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２０１０年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

２０１１年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

２０１２年度 900,000 270,000 1,170,000 

総 計 3,200,000 960,000 4,160,000 

 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：経済学・理論経済学 

キーワード：不均衡成長・不確実性・危険回避・人的資本投資・所得格差 

 
１．研究開始当初の背景 

(1) 1990年代以降急速に発展してきた内生的

成長理論においては、均斉成長経路及びそこ

へ収束していく動学過程の分析に主眼が置

かれてきた。しかし、2007 年の金融危機以降、

経済成長の減速によって、これまで成長の成

果の影に隠れていた所得格差の拡大などの

問題が顕在化し、その分析の必要性が生じた。 

 

(2) 日本ではバブル崩壊後に非正規雇用者

の急速な増加とそれに伴う所得格差の拡大

が深刻な問題となった。これらの経済現象を

厳密に分析し、そこから政策的インプリケー
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ションを導き出すためには、部門間の不均等

な成長を考慮したマクロ経済モデルの構築

が必要であったが、そのような試みは必ずし

も多くなかった。 

 

(3) 技術革新と経済成長に伴い、経済を構成

する様々なグループ内での個人間の所得格

差、及びグループ間での所得格差が全く異な

った変化の仕方をすることが分かっていた

が、それらを統一的に説明する理論的研究は

始まったばかりであった。また、不況が続く

中で、格差の固定化という問題も大きくなっ

てきていた。 

 

 

２．研究の目的 

(1) 人的資本と物的資本が同時に蓄積する

モデルを構築し、経済成長と所得格差、及び

それらの間の相互依存関係を理論的に分析

し、その相互依存関係を決定する経済要因を

明らかにする。そして、可能であれば、成長

と格差の観点から、望ましい経済政策につい

て考察する。 

 

(2) 技術進歩を利用するための技能を身に

付けるために費用が掛かる。また、その費用

は技術進歩の速度によって変化すると考え

らえる。それゆえ、資源を人的資本、物的資

本あるいは技術開発へ、どのように配分する

かは非常に重要な問題である。この点につい

て分析し、この資源配分問題が経済成長や所

得格差に与える影響について検討し、必要な

経済政策について議論する。 

 

 

３．研究の方法 

(1) 研究代表者と 3人の研究協力者を、役割

分担によって 3つのグループに分けた。すべ

てのグループに研究代表者が入る形にして

相互の連携をとりながら、所得格差に関する

現実のデータの収集・整理、不均衡成長モデ

ルと内生的成長モデルの分類・整理、所得分

配及び所得格差に関する研究の整理・再検討、

とテーマの下で従来の研究の包括的かつ詳

細なサーベイを行った。 

 

(2) 従来の研究のサーベイと経済成長及び

所得格差に関する現実のデータ及びそれら

に関する既存の実証分析の結果を踏まえて、

いくつかのマクロ経済動学モデルを構築し

分析を行った。また、その中の２，３のモデ

ルについては、必要に応じて数値計算を行い、

解析的分析によって得られた結論の頑健性

を確認した。 

 

 

４．研究成果 

(1) 不均衡成長モデルに関する先駆的な業

績を挙げ、その理論的な基礎を構築・確立し

たのは、W.J.Baumol である。そこでまず彼の

分析とその後の理論展開及び関連した数多

くの経済成長モデルに対する彼の詳細な検

討と評価をきちんとは把握するために、それ

らを纏めた彼の著書(Baumol,2002)を尾道大

学の足立英之学長らと詳しく検討し議論を

重ねながら翻訳し出版した。第 4章、第 5章

とともに第 15 章「マクロ経済学の諸モデル

と成長を制限する諸関係」を担当し、「訳者

はしがき」の中で、彼のイノベーション理論

と不均衡成長モデルの有用性とその発展可

能性について明らかにした。 

 

(2) 不均衡な経済成長とそれに伴う所得格

差の通時的な変化は、蓄積される生産要素の

種類や数及びそれらが持つ外部性にも大き

く依存する。家計の動学的最適化行動の結果

として物的資本と人的資本の両方が蓄積し、



さらに人的資本が生産に対して正の外部効

果を持つような成長モデルを構築し分析を

行った。より一般的な効用関数と生産関数を

用いて分析し、人的資本のような市場では取

引されない生産要素を含めた生産要素間の

限界代替率と（暗黙の）価格比を一致させる

という政策ルールを適用することによって、

経済を最適な資源配分状態へ誘導できるこ

とを示した。 

 

(3) 技術進歩は、それを活かすことができる

人的資本の蓄積がなければ経済成長には貢

献しない。この点を考慮した動学モデルを構

築し分析を行った結果、人的資本投資（技術

獲得）の費用が技術進歩率の変化に伴ってど

のように変化するかが、経済成長と所得格差

を考える場合重要であることが分かった。具

体的には、技術進歩が加速しても費用があま

り上昇しない場合、熟練労働者数の増加とと

もに所得格差も拡大するという「スキルプレ

ミアム・パズル」が発生する。これに対して、

費用が急激に上昇する場合、経済成長と所得

格差に循環的な変動が発生することが分か

った。 

 

(4) 不確実性が人的資本投資へ与える影響

について、従来の研究では、人的資本を獲得

した後の人々の行動については十分に考慮

されて来なかった。この点をきちんと考慮し

た不確実性下の動学的人的資本投資モデル

を構築し、不確実性が増大した場合、労働の

負効用が小さい人は投資を増加させるのに

対して、負効用が大きい人はむしろ投資を減

少させることが明らかになった。この結果を

経済発展モデルに応用して分析し、発展の初

期段階では、不確実性の増大は投資を増加さ

せるが、成熟段階では投資を減少させること

も明らかになった。 

 

(5) 不確実性が人的資本投資に与える影響を

考慮した成長モデルを発展させて、不確実性

によって生じる格差や世代を越えて固定され

る格差についての分析を行った。具体的には、

投資の結果獲得される人的資本に関する不確

実性を考慮して分析を行った。この不確実性

が人的資本投資に与える影響は労働の限界不

効用に依存し、限界不効用が労働とともに急

激に上昇する場合不確実性は投資に負の影響

を、それほど上昇しない場合は正の影響を与

えることが明らかになった。 高所得者ほど労

働の限界不効用の上昇が大きいと考えられる

ので、この種の不確実性は、格差の固定化を

解消する方向に作用することが推測されると

いう結論が得られた。 

 

(6) 不確実性が人的資本投資に与える影響を

分析するために、人的資本投資に要する費用

の不確実性を考慮したモデルを構築し分析を

行った。その結果、人的資本投資費用の不確

実性は格差を固定化させる方向に作用するこ

とが明らかになった。高等教育を受けるかど

うかの選択のように、最終的な費用が不確実

な状況下で、人的資本への投資を決めなけれ

ばならない場合がある。この時、投資を行う

ことによって失う現在の消費からの効用が大

きな役割を果たすことになる。消費からの限

界効用が逓減する限り、所得の低い個人の限

界効用の損失の方が大きいので、不確実性に

よってより大きく人的資本への投資を減らす。

研究成果(5)との比較から、不確実性の種類に

よって、それが格差の固定化を進める場合も

解消する場合もあることが分かった。 
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